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グループ (StudyGroup on European Civil Code)などの研究グループは、ヨーロッパにおける私法
分野の統一へ向けた様々な提案を行っており、 2005年に「ヨーロッパサービス契約法原則 (Principles
of European Law Service Contracts ; PELSC) Jを公表している。同原則は、その後いくつかの修正
を経て、「共通参照枠草案 (DraftCommon Frame of Reference ; DCFR) Jの第4編第C部に引き継
がれている。そこでは、役務提供型契約の総則規定を置くとともに、個別の役務提供契約として、製













































































































































































































































































































2009) 357頁以下、同『詳解・債権法改正の基本方針V一各種の契約 (2H (商事法務、 2010)
3頁以下。




の帰責構造を中心に-j (勤草書房、 2010)257頁以下、 384頁以下参照。なお、詳細については、
別稿で論じる予定である。













































(31)我妻柴『債権各論上巻.J (岩波書庖、 1954)48頁、来栖三郎『契約法.J (有斐閣、 1974)736頁
-12-
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以下など。
(32)山本・前掲注(17)4頁以下、大村敦志『典型契約と性質決定j(有斐閣、 1997)304頁以下など。
(3)拙稿・前掲注(18)参照。
(34)北居・前掲注(2)477-478頁は、履行プロセスでの役務の顧客適合性(役務内容が顧客の個別
的な適性・要望に合わせて確定されること)を確保する契約交渉ルールの整情が急務であると
する。
(35)詳細については、拙著・前掲注(5)13頁以下参照。なお、私見は、債務履行過程において、「主
たる給付義務」を中核とするすべての義務が、給付結果ないし契約目的の達成へ向けて一体と
なって機能しているとみる。すなわち、契約債務関係は、給付行為によって実現される結果(給
付結果コ給付利益)のみならず、契約によって追求された生活利益も含めて、債権者にとって
有する社会経済的利益(契約目的コ完全性利益=契約目的利益)の保護をも法的に基礎づけて
いると考える。そして、保護義務については、規範的解釈により当事者意思が補充され、その
結果、契約規範の適用に服することになると解する(同294頁以下参照)。
(36)拙著・前掲注(5)306頁以下参照。
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